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1．まえがき

現在，セカンドステージとして認識されている ITSのファー

ストステージは，1994年の ITS世界会議に始まった．その後，

ITSの動きは，世界各国の国家プロジェクト，あるいは世界

的プロジェクトとして推進されてきた．つい先日の6月16日

～17日，第6回産学官連携推進会議でも，冒頭行われた高市

内閣府特命担当大臣の「イノベーション」に関連する講演の中

で，ITSに関する言及があった．イノベーション立国に向け

た社会システムの改革戦略の中の2番目の中長期課題「安全・

安心な社会形成」という課題の項で，① ITS導入のための規制

の見直し，②新たな走行車の導入等に伴う都市設計の見直し

がそれである（1）．
ITSJapanが発行する ITS年次レポート「日本の ITS」は最新

の ITSについての非常によいまとめになっている（2）．興味あ

る読者は是非参考にされたい．ここにも述べられているよう

に，ナビゲーションシステムの高度化では1996年VICSがサー

ビスインし，2001年からはETCが実用化され，日本の ITSは，

着実に進んでいる（3）．一方，94年から見れば，10年以上経過

したことで，最近の ITSはセカンドステージの ITSとか持続

可能な ITSとかいわれている．これは筆者の独断と偏見であ

るが，このようにいわれること自体が，ある種の閉そく感の

現れであるようにも思われる．このことは日本の ITSは，ナ

ビゲーションシステムからVICSそしてETCへと進んではき

たが，ITSの第3開発分野である「安全運転支援システム」で

は，必ずしも，順調には進んでいないことを反映しているよ

うにも見える．

VICSやETCなどの普及においては，「鶏が先か卵が先か」

の議論はあったものの，政府や関係機関の努力やカーナビ

ゲーションシステム自体が持つ魅力により順調に実用化が進

み，普及してきた．これは，VICSやETCでは科学技術の進

展が，システムの普及に大きな役割を担っていたからともい

える．これに対して，「安全運転支援システム」はドライバと

いう人間が絡んでいるだけに，単に科学技術の進歩だけでこ

とが解決されるわけではない．これまでの「安全運転支援シ

ステム」では，システムがドライバを助けて，運転というワー

クロードを減少させることが運転支援であり，それにより交

通事故を減らし，安全・安心の社会を作ることができるとい

うコンセプトであった．しかし，このコンセプトでは不十分

と思われる．後に詳述するが，例えば，自動変速機装着車（以

降，AT車と呼ぶ）の正面衝突を除く台数ベースの全事故率（こ

の場合，台数ベースの事故率と走行距離ベースの事故率が等

しくなる）は，運転のワークロードが少ないにもかかわらず，

手動変速機装着車（以降，MT車と呼ぶ）のそれの2倍も高い．

なお，死亡事故率はAT車もMT車も同じ値である．この事実
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が意味するのは，単に運転を楽にする（アシストする）と交通

事故を増やすこともあることを暗示している（4）．エコドライ

ブをすると事故も減少するとか（5），ドライブレコーダを装着

すると燃費が良くなるという結果（6）も，これまでの運転支援

コンセプトでは説明が付かない．

上述の事実は，自然科学技術者の技術だけでなく，心理学

（例えば，交通心理学や認知心理学など）という人間関連技術

も結集しないと，運転支援システムの開発と普及は難しいこ

とを暗示している．既に，エルゴノミックスなど人間工学関

連技術は結集されてはいるものの，現状では不十分といえる．

本稿では，ITSの歴史を概観しながら，今後の ITS発展に必要

な条件について独断と偏見を述べる．

2．ITSの歴史的概観（7）～（10）

ITSという名称は，ITS横浜世界会議を横浜で開催するに当

たって，日本人が95年に考案し，世界に広まった言葉と聞い

ている（7）．本章では ITSについて過去からの流れと，未来か

らの現在へ外挿をしながら ITSの歴史を簡単に概観する．

図1は，第1回 ITS世界会議が94年にパリで開催された時

期を含む，ヨーロッパ（欧州），アジア太平洋（日本），アメリ

カ（米国）で行われていた自動車に関連するプロジェクトを示

している．この図で最も著しい表現上の相違は第1期，第2

期，第3期という表現である．未来から現在へ外挿をすると

図1の第3期は，現在でいう第1期に相当する．これは，どこ

に基準を置くかという問題なので，ここでは深くは言及しな

いが，第○期という表現には注意を要する。

ただ，違いがあることを確認できればよい．ただ，日本で

も古くからCACSが実施され，その成果がカーナビゲーショ

ンシステムとして結実されたことには注目しなければならな

い．その他のERGS，ALIほかについては文献（9），（10）に詳

細に記述されているので参考にされたい．

図1の96年ごろから日本の ITS関連プロジェクトが ITSと

いう名称で統一して語られるようになったのは，95年に横浜

で開催された第2回 ITS世界会議の結果である．

今日，電気学会，情報処理学会，電子情報通信学会など多

くの学会で ITS研究会が組織され活動しているが，91年ごろ

自動車技術会では ITSを意識したVeRI委員会（車と道路イン

テリジェント化部門委員会）が結成され，活発に活動してい

た．この委員会の活動例を表1に示す．少なくともこの委員

会は，今日の多くの学会の研究会とは違い，ITS関連技術の

研究発表会ではなく，ITSを推進するための仕組み作りを求

める活動を積極的に行っていたことが大きな特徴である（11），

（12）．事実，当時のVeRI委員会の委員長や多くの委員の方が，

94年に結成されたVERTIS（現 ITSJapan）事務局長や次長に着

任されたり，ITS世界会議のボードオブディレクタやプログ

ラム委員会メンバに着任された．表1の91年時点での活動の

中で既に，ISOTC204での標準化の議論も想定した活動が見

られ，同委員会の活動には先見性が感じられる．

2.1　ITSの目的とその推進

さて，ITSがなぜ必要になったのかについて，その目的や

推進策について述べよう．図2 は ITSの目的と推進コンセプ

トを示している（13），（14）．

交通需要の増大と安全については，世界の各国で道路建設

によってまかなってきたが，財政のひっ迫で思い通りに道路

図1　初期のITS関連プロジェクト

Fig.1 Early ITS related projects

図2　ITSの概念図

Fig.2 Concept of ITS

表1　VeRI委員会の活動例

Tab.1 Activities of Vehicle Road and Intelligence Society in 

Society of Automotive Engineers of Japan
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建設が進まないようになっていた．一方，情報通信技術（IT

技術）の進展が著しく，道路建設のほかに IT技術で安全と快

適な輸送と輸送効率の向上を図ろうという機運が世界で高

まった．これが図1の第2期といえる．この時代各国でこう

いった活動を表す名称が異なっていた．日本も同じく，主導

する省庁で呼び名が違っていた．これを反映して，94年の第

1回 ITS世界会議では ITSではなくて長い名前で開催された．

しかし，95年の横浜会議では，各国のプロジェクトの名前を

羅列したような長い名前はふさわしくないと考え，これらを

象徴する名前として「ITS」を日本が世界に提案し，世界から

同意を得たのである．

その後，96年に当時の村山内閣が ITSの九つの開発分野（図

3）を策定し，開発と普及に弾みがついた．以下の三つの項で

は，この三つの開発分野におけるシステムについて少し振り

返る．

2.2　カーナビゲーションシステム

図4は，最初に開発され81年に発売されたナビゲーション

システムを示している．また，表2は各社ナビゲーションシ

ステムの開発年賦である．

図4に示す第1号のナビゲーションシステムは，表示デバ

イスがCRTであり，地図シートを挿入して地図を表示する方

式であった．現在から見れば，まさに隔世の感がある．ナビ

ゲーションシステムは現在2000万台を越える普及を示してお

り，普及率も30%程度まで拡大している．昨今は特にHDD

搭載ナビの普及が拡大している（図5）．一方，ナビゲーショ

ンシステムを端末として普及しつつある交通情報通信システ

ム（VICS）は，96年にサービスインして順調に普及し，2007

年3月現在で1800万台普及している．

表2から，90年には各社のカーナビゲーションシステムが

図3　9つのITS開発分野

Fig.3 Development Areas of Japanese ITS

図4　最初のナビゲーションシステム（15）

Fig.4 The fi rst in-vehicle navigation system

表3　各社の第1世代のテレマティックス

Tab.3 Various Telematics of fi rst generation

図5　ナビゲーションシステムとVICSの普及状況（16）

Fig.5 Penetration of both In-vehicle Navigation Systems and VICS

表2 代表的ナビゲーションシステムの開発年譜（15）

Tab.2 Biographical sketch of In-vehicle Navigation System
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出そろったと見られる．またカーナビゲーションシステムの

普及では日本は世界をリードしているが，初期のカーナビ

ゲーションシステムは外国でも積極的に開発されていたこと

が分かる．

VICSはいわば公的な交通情報提供システムであるが，自動

車会社ごとに会員のみに情報を提供する民間のテレマティッ

クスも，第1世代から第2世代へと進歩拡充している．表3は

第1世代のテレマティックスを示している．なお，ここでい

う世代のカウントは現代流のカウント法である．現在は第2

世代のテレマティックスの時代である．

2.3　自動料金収受システム（ETC）

ETCは ITS開発第2分野である．2001年から始まったETC

は関係機関の優遇策もあり，順調に普及し，2007年5月には

全セットアップ件数が1764万台に達している．当初心配され

た「鶏と卵」の議論を乗り越えたようである．

日本でのETCは諸外国に比べて遅れを取ったが，現在のシ

ステムは非常に優れたシステムになっており，世界に誇れる

サービスの提供が可能である．事実最近では，ETCの路車間

通信装置を使って民間の駐車場の料金支払いなども検討され

つつある．

2.4　安全運転支援システム

安全運転支援システムは，例えば，車間距離制御システム

のように自動車単体で運転支援するASVと，車から見通しが

利かないところの状況を路車間通信で車に伝送して運転支援

する，路車協調型のAHSとがある．安全・安心の確保という

意味で事故そのものを発生させない（予防安全システム）よう

にする，この安全運転支援システムの普及が待ち望まれてい

る．一方，シートベルトやエアバッグのように，事故が起っ

てからの負傷の程度を少しでも軽くする衝突安全システムも

あるが，これは十分に普及している．これは，図6の死亡事

故1件当りの死者数が漸減していることから見ても，明らか

であろう．このように衝突安全システムは大幅に普及してい

るのに対し，図7に示すように，予防安全システムはほとん

ど普及していないというのが現状である．

2.5　その他のシステム

ITSには開発分野だけでなく地域 ITSなどの動きもある．本

来ならば，これらの状況についても触れるべきではあるが，

前述の文献（2）を参照してもらうことにして，ここでは，安

全運転支援システムの普及に向けて考慮しなければならない

取組みについて述べよう．

3．ITSの今後の推進のために

3.1　予防安全システムのコンセプト構築の困難性

さて，予防安全システムの普及はなぜ難しいのであろう

か．これには多くの課題が考えられるが，ここでは，システ

ムのコンセプト構築の立場からの私見を述べ，この方面で必

要な技術者を結集すべきであることを訴えたいと思う．その

ためにはまず，「真に有効な予防安全システム」とはどんなシ

ステムかを明らかにする必要がある．従来から，自然科学系

図6　シートベルト着用率と事故死者の関係（17）

Fig.6 Relationship fatal accidents and seat belt
図7　安全運転支援システムの普及状況（18）

Fig.7 Penetration of Driver Assistance Systems

図8　AT車とMT車の全事故率比較

Fig.8 A comparison of rates of all traffi c accidents between AT and 

MT
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の技術者がシステムを考えてきたが，本当にそれでよいのだ

ろうか．例えば，「運転を楽にすれば注意をより運転に注ぐ

ことができるので，それだけ安全になる」という考え方であ

る．この考え方の代表的なものに「自動変速機装着車（AT車）

は，面倒なクラッチ操作が不要で運転に注力できるので，手

動変速機装着車（MT車）より安全である」といわれたことが

ある．しかし，実際のデータは逆である．図8によると，正

面衝突を除く全事故の台数ベースの事故率（この場合は，台

数ベースの事故率=走行距離ベースの事故率）で見ると，AT

車はMT車の2倍高い事故率になっている．最も，死亡事故

で見ると両者の事故率は同じであるが，このことは運転が楽

になることは必ずしも安全ではないことを示している． 

筆者はこういった現象は，図9に示す注意容量モデルを用

いたスペア容量モデルで説明できることを示した（19）．

このモデルで説明できる他の現象として図10がある．図10

に，エコドライブをすると事故も減少することを示す．

エコドライブをすると，それをしないときに比べて，周辺

の車に対する注意が余分に必要で，むしろ，運転に注意がひ

きつけられ，運転が面倒になるくらいである．また，ドライ

ブレコーダを装着すると燃費が良くなるという報告もある
（6）．これらの現象は，従来式の運転を楽にするのが運転アシ

ストである，との考え方は通用しないことを示している．こ

れらのことを考えた上で，真の予防安全システムのコンセプ

トを考える必要がある．

3.2　ホメオスタシス理論から見るドライバのシステム
導入

次に，仮に「真に有効な予防安全システム」が構築されたと

しても，それが普及するかどうかを決めるのはドライバであ

る．一般に，人間は行動するときには，行動によって発生す

るリスク（金額など）と行動によって得られる便益を比較し

て，とるべき行動を決めるとされている．これがホメオスタ

シス理論によるシステム導入意欲の説明である．図11はリス

クとそれに伴う便益の例を示している（21）．

図11によれば，ドライバが真に有効な予防安全システムを

受け入れることのリスクと，それによって得られる便益をド

ライバがどのように評価するかがポイントで，これを考えな

ければシステムの普及は望めない（22）．また，ジェラルドが示

すようにドライバは，図13の予知される純益（期待される利

得から期待される損失との差）が最大になるように，リスク

目標値（図12の目標水準）を変化させながら運転するという
（22）．このことから，もし運転が楽になりリスクが減ると，予

知される純益が更に大きくなるようにリスク目標値（目標水

準）を大きく設定する，言い換えれば，リスクテイキングな

行動をする可能性がある。

図9　注意容量とスペア容量モデル

Fig.9 Attention Capacity and Spare Capacity Model

図10　エコドライブと事故発生との関係（20）

Fig.10 Relationship between decrease of traffic accidents and 

ecological driving

図11　認知されたリスクと便益

Fig.11 Perceived Risks and benefi ts

図12　リスクホメオスタシスモデルによる運転行動

Fig.12 Driving Action based on Risk Homeostasis Model
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さて，衝突安全システムと予防安全システムに対するドラ

イバの認知するリスクや便益を考えよう．衝突安全システム

の場合は，ドライバ（自分）が幾ら事故を起さないように運転

しても，いつ他のドライバから事故を引き起されるか分から

ないので，その便益は大きいと考える．したがって，必要に

なることはないとしても，衝突安全システムを装着しようと

考える．一方，予防安全システムの場合はどうだろうか．結

論をいうと，多くのドライバは予防安全システムと衝突安全

システムの便益を比較した場合，予防安全システムのそれを

過小評価するに違いない．なぜなら，自分は事故を起さない

という考え方を暗に持っているからである．それが証拠に，

平均的に考えれば死亡事故は1億走行キロに1回，負傷事故

でも100万走行キロに1回発生する．自分が一生で走るキロ

数はせいぜい60万キロである．よって私は事故を起さない．

したがって自分にとって，予防安全システムは不要であると

言い切るであろう．これに対して後述するように，事故発生

は統計的様相（ポアソン分布）を呈しており，単純な平均では

考えられないことを理解してもらうため「全国で7000万台の

車が1kmずつ走ったとしましょう．総走行距離は7000万走

行キロだから70件の事故が起ることになる．あなたはたっ

た1km走行するだけで事故に遭うこともあるのです」という

説明すれば理解してもらえるであろうか．もし，予防安全シ

ステムを装着すれば，他人が引き起す交通事故に巻き込まれ

なくなるのであれば，衝突安全システムに対する考えと同じ

考え方でドライバはその便益を評価するであろうが，今の予

防安全システムのコンセプトは逆のコンセプトである．つま

り，自車に装着する予防安全システムで，他人が事故を起す

のを防ぐことができるならば，ドライバは予防安全システム

にもっと便益を感じるかもしれない．

便益が大きいとしても採用するかの保障はない．それは次

の例を考えれば理解できよう．排出CO2を削減するために原

子力発電を積極的に進めるといえば，人々はどのように思う

だろうか．CO2排出がないという大きな便益にもかかわらず

原子力発電推進には反対するのではなかろうか．このために

は交通事故発生の本質に迫る必要がある．「ドライバが十分

に注意すれば交通事故は起らないという発想」から，「一人一

人のドライバが注意しても交通事故は発生し得る」という発

想への転換が必要である．後述するように，交通事故発生頻

度はポアソン分布になることから見て，発想転換が可能であ

る．これについては後ほど更に詳しく述べるとして，先にこ

こではシステム導入における法的側面を見てみよう．

Beckerらは安全運転支援システムが有する社会的側面，法

的側面，そしてドライバの側面を図14のようにまとめている
（23）．これらの側面は，自動運転システムの普及に当たって考

えなければならない側面として提案されたものであるが，安

全運転支援システムの普及に当たっても，十分に考える必要

のある側面である．法的側面の第1は「製品の認知と使用法」

でユーザが製品の性能をどれだけ正確に正しく知ることがで

きるかを表している．また，だれが認知させるかの問題もあ

る．第2は「システムの安全性とその制御」である．システム

の安全性はいうまでもないが，制御はシステムが正しく動か

ないときシステムを制御できる能力を表している．第3に「責

任と製造物責任」の側面である．第4と第5は省略するが，重

要な側面を挙げている．

3.3　交通事故の統計的様相とその解釈

交通事故はヒューマンエラーによって引き起されることは

間違いないが，実はヒューマンエラーがあれば直ちに交通事

故に至るわけではない．ハインリッヒの法則にもあるように，

重大災害（アクシデント）:軽度の災害（インシデント）:ヒヤ

リ・ハット=1:29:300である．一つの重大事故の裏には約30

の軽度の事故があり，更にその裏には300のヒヤリ・ハット

図13　リスク目標水準の設定

Fig.13 Setting of Aimed Value of Risk

図14　安全運転支援システムの持つ三つの側面

Fig.14 Three Aspects of Driver Assistance Systems

図15　因果連鎖型遭遇要因（25）

Fig.15 Encounter lead by chain of causes and effect
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があるといわれている（24）．ヒューマンエラーがあればヒヤ

リ・ハットを経験するかもしれないが，即交通事故になるわ

けではない．車対車の事故ならば，二台の車が同一時刻に同

一場所にいて初めて事故になるのである．つまり場所的にも

時間的にも同期がとれて二台の車が遭遇する．遭遇の原因に

は因果連鎖型と複数要因同時発生かつ収れん型の二つがある

が，統計的に発生すると考えられる．不謹慎な言及に聞こえ

るが，俗に「運悪く事故になった」という事故に対する発言は，

この辺の状況を感覚的に感じている結果の発言とも理解でき

る．

図16 は，東京都で起った交通事故の実際の頻度分布と実際

の頻度分布の平均値を等しくして計算したときのポアソン分

布の計算値を比較して示したものである．頻度分布はほぼポ

アソン分布で近似できることが分かる．よく知られているよ

うに，ポアソン分布は①試行の回数が極めて多く，②個々の

試行が独立で，かつ③発生確率が極めて小さい事象に対して

成立する．因果連鎖型にせよ，複数要因同時発生かつ収れん

型にせよ，二台の車が同一時刻に，かつ，同一場所に遭遇す

る確立は極めて低いこと，また，それぞれの遭遇が独立事象

であること，最後に試行回数が極めて多いことから，交通事

故はポアソン分布になることは容易に理解できる．統計的に

は，ポアソン分布は二項分布で発生確率が極めて小さいとき

の極限として定義されるが，二項分布は一般的に成立するこ

とから考えても交通事故だけが特別にポアソン分布になるわ

けではない．

交通事故は，すべてのドライバが道路交通法を完全に遵守

すればなくなるであろう．しかし，ミスをするのが人間とす

るならば，人間である以上必ずミスをするのではなかろうか．

たとえ少数の人間でもミスをすれば，たとえ小さな確率で

あってもそれらが遭遇し交通事故は発生するのである．図15

はこのことを如実に示しており，不謹慎には響くが「事故は

運が悪かっただけ」というドライバの心情を代弁する結果に

もなっている．飲酒運転のような故意の事故は論外としても，

人間はミスをする動物であることを認める限り事故はなくな

らない．したがって，事故そのものをなくすることによって

死傷者をなくするのは極めて困難といわざるを得ない．

むしろ，事故が起ることを容認した上で事故負傷者をなく

することも考えるべきではなかろうか．いわば，フォールト

トレラント的な発想が必要である．この意味ではヨーロッパ

の ITSで導入されている ISAのようなシステムも考えられる

であろう．時速20km/h以下程度ならば，衝突しても負傷する

可能性はかなり減少するのではなかろうか．

3.4　ITSと社会科学者との連携

ISAはヨーロッパの自然科学者の発想によるものであろう

が，予防安全システムについては自然科学者の発想だけでな

く，社会科学者の発想が是非必要であると考える．特に交通

心理学や認知心理学，リスク心理学などの心理学者をも結集

して安全運転支援システムを進めていく必要がある．  

文献（7）にもあるように ITSは当初交通の安全・快適・輸

送効率向上を ITで実現しようという動き（small ITS）であった

が，21番目のユーザサービスが出てきて以来，社会とのつな

がりが一層強くなり，社会のあらゆるところとの関連が出て

きた．これがLarge ITSと呼ばれる．地域社会と ITS（または

地域 ITSともいわれる）などのかかわりも，今や，大変重要に

なってきている．地域 ITSの実現は今後更に進むであろうが，

これも自然科学者だけの力で進むものではない．例えば，地

域都市のコンパクトシティ化と ITSが結合すると，CO2排出

が大幅に削減され，かつ，少子高齢化社会に対応できる，新

しい都市が実現できる．この実現にも社会科学者との連携が

キーである（26）．これを実行するには自然科学者ではなく，人

間や社会のことを考える社会科学技術者も結集すべきである

と思う．図17に ITSにかかわる技術を示しているが，社会科

学技術の領域が少ないことが分かる．

電子技術者を皮切りに，機械技術者，制御技術者と技術分

野が変り，最近では心理学的な研究を経験している著者から

見ると，同じ自然科学者同士でも問題に対するアプローチは

ずいぶん異なることを経験し，かつ，アプローチが異なる原

因は，対象とする（物理）現象の違いに基づいていることに気

づく重要性を痛感している．決して，単なるアプローチの違

いではないのである．例えば，機械工学の代表的分野である

図16　交通事故とポアソン分布

Fig.16 A Comparison between actual distribution and Poisson 

distribution of traffi c accidents

図17　ITS関連技術

Fig.17 ITS related technologies
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にし，その対策として，自然科学者と社会科学者との密なる

連携が必須であることを示した．

文中，場合によっては失礼に響く部分があるとすれば，筆

者の文章力のなさから真意が伝わらなかったものとしてどう

かお許し願いたい．
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流体力学で例を示すと，図18の円柱の熱伝達率を表すヌッセ

ルト数と流速を表すレイノルズ数の実験結果がある．

測定点をプロットするだけで実線を書くことができるくら

い細かく実験が行われている．これに対し，電子技術者の場

合は，多くの場合，考えるパラメータの範囲でどんな線（結果）

になるかを理屈で考え，測定点数が少ないのが特徴である．

これは機械技術者の扱う対象は非線形で，対象に含まれるパ

ラメータ値の変動が多いのに対して，電子技術者の対象は多

くの場合線形であることに起因しているのである．決して機

械技術者は愚直で，電子技術者は賢明であるということでは

ない．流体力学での基本方程式はナビアストークスの式であ

るが，これは完璧に非線形である．一方，電磁界の基本方程

式であるマクスウェルの波動方程式は線形である．機械工学

では現象が非線形だけでなく，一つのパラメータだけを変え

ることが非常に難しいことが多い．例えば，流体の実験中に

何らかの原因で流体の温度が変れば，あらゆるパラメータの

値が変化する．したがって，当然測定点も細かく取り，常に

現象を観察するという態度になるのは必然である．

こういったことは，当然，社会科学と自然科学との間でも

起りえる．例えば，筆者の経験から言えば，交通心理学にお

いても一つのアンケートや現象に対して実に多くの仮説（意

見）が出される．しかも，その多くは定量的実験がないので

ある．なぜなら，例えば，図9に示す注意容量の体積が幾ら

であるかなどの定量化は不可能だからである．したがって，

どうしても定性的意見を集め，帰納的に結論を引き出すとい

う手法がしばしば用いられる．他の分野の技術者のアプロー

チの仕方だけを見て，相互理解を拒否するのではなく，従来

とは異なった視点で現象を見て，解明し，システムを社会に

導入するといった双方にオープンマインドな見方が，是非，

必要である．

4．むすび

以上，日本の ITSを歴史的に概観し，安全運転支援システ

ム（予防安全システム）が順調に普及していないことを明らか

図18　Nu数とRe数との関係を求める実験の測定点（27）

Fig.18 Relation ship between Re-number and Nu-number


